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経済産業省
製造産業局 航空機武器産業課

次世代空モビリティ政策室
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国産ドローンの開発状況について

2024年9月

次世代空モビリティ政策室
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中小企業イノベーション創出推進事業
（行政ニーズ等に対応したドローンの開発・実証）

 市場トップクラスの飛行時間・耐風性・対候性を
保持する機体開発

 AIの活用による第三者上空検知など安全機能
の拡張

【開発技術のポイント・先進性】

参考：現行機体（SOTEN）

先進的な機能を有した小型ドローンを開発・製造

 ACSL社が有する小型ドローンの開発経験と知見、市場フィードバックを活用し、市場
トップクラスの飛行性能を有するとともに、情報セキュリティや安定供給等、安全安心を
担保した小型空撮ドローンと周辺システムを開発する。

 また、小型空撮ドローンと周辺システムがインフラ点検・災害対応等の行政等ニーズに適合
することを担保するため、スペック表には表れない業務に不可欠な使い勝手等も反映する。

事業者名 株式会社ACSL

大規模技術
実証期間

採択金額 約26億円

事業名 行政ニーズに応える小型空撮ドローンの
性能向上と社会実装

令和5年12月～
令和7年12月

【成果イメージ】
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中小企業イノベーション創出推進事業
（行政ニーズ等に対応したドローンの開発・実証）

 ペイロード10kgへの拡大、無人での荷物の受け渡し機能など、機能拡張した物流用マ
ルチコプターと、より飛行距離を延ばした物流用VTOL型の無人航空機を開発し、第一
種型式認証を取得する。

 1対多運航、AI、リモート操作など物流事業をサポートするシステムを構築し、物流の社
会課題の解決を目指す。

 ハイブリッド電源システムを搭載したVTOL型UAV
の型式認証一種取得

 AIやソフトウェアと連携した機体の型式認証一種
取得

【開発技術のポイント・先進性】

物流用マルチコプター、物流VTOLを開発し
物流用システムと連携して社会実装を目指す物流用マルチコプター 物流用VTOL

事業者名 イームズロボティクス株式会社

大規模技術
実証期間

採択金額 約30億円

事業名 行政ニーズに応じた物流支援マルチコプターと
VTOL型無人航空機製品化

令和5年12月～
令和10年3月

【成果イメージ】
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VTOL機の技術開発と実証

事業期間（予定）

事業規模など

 多くの島しょ部や広い領土・領海を有する日本において、物流分野での省人化・効率化のため、物資輸送ニーズを十分に満たす
飛行距離とペイロード（積載重量）を両立した無人航空機が必要とされている。

 30～50kg程度の物資を最大1000km程度輸送できる、垂直離着陸可能な無人航空機の実現に向け、水素、持続可能な
航空燃料（SAF）といった代替燃料で運用可能なハイブリッド動力システム、高出力モーター、軽量構造技術などの要素技術
を開発し、それらを統合した試験機で評価試験を行う。

 離島間や洋上インフラへの物資輸送などの場面で無人航空機が活躍する社会の実現を目指す。

株式会社コントレイルズ、学校法人金沢工業大学、株式会社ザクティ、株式会社ジェイテ
クト、学校法人静岡理工科大学、株式会社ナイルワークス、ヤマハ発動機株式会社

実施体制

事業の目的・概要

※太字：幹事企業

2024年度～2028年度（5年間）

 事業規模  ： 50億円
 契約形態 ： 委託事業

事業イメージ （全体像）

 機体構想および基本設計・詳細設計
 重要要素技術の開発
・代替燃料で運用可能なハイブリッド動力シ
ステム
・高出力モーター
・軽量構造技術

 要素技術の統合および試験機の評価試験

主な研究開発内容

出典：株式会社コントレイルズ108



国土交通省
航空局安全部

無人航空機安全課
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【①許可が必要な飛行の空域】 【②承認が必要な飛行の方法】 ※ドローンによる農薬散布が該当

a b c ⅾ e f

航空法の特例（スマート農業技術の活用に伴う行政手続のワンストップ化）

＜特定飛行の種類（赤枠の範囲がスマート法による行政手続きの簡素化の対象）＞

 無人航空機の活用に係る手続負担軽減のため、農業用ドローンに関する航空法の飛行許可・承認について、行政
手続きのワンストップ化が可能

機体の購入 機体登録 飛行許可・承認 飛行計画の通報 飛行の実施
飛行日誌の記載※

※特定飛行の場合、必要

航空法の特例の内容
生産方式革新事業活動や開発供給実施計画の一環として、無人航空機（農業用ドローン等）を使用する場合、航空法の許可・
承認（下記の航空法上の手続のうち赤枠範囲）について、ワンストップで行政手続きを行うことが可能です。

※特定飛行の場合、必要
特定飛行以外の場合、推奨 ※特定飛行の場合、必要

特定飛行以外の場合、推奨

＜支援措置のイメージ＞ 本法案での措置（手続一元化後）

事業者

農水大臣

④計画認定

①
スマート法に係る
計画申請

手続のワンストップ化

国交大臣
②協議
③同意

（手続一元化前）

事業者

農水大臣

②計画認定

①´
飛行申請

①
スマート法に係る
計画申請

②´
飛行許可・承認

国交大臣

申請内容が正しいことを証明する
資料の添付を不要とする簡素化し
た形式での申請を可能に。
（一例：機体の取扱説明書、追
加基準に応じた関連資料の添付
を不要とするなど）
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